









Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja






















1 )世界の都市化は， 19世紀に入ってから加速度的に進行した(安場保育 f経済成長論j筑摩書房， 1980年， 217 -219頁)。
S クズネッツは，都市イヒが工業化および近代経済成長のための必要条件であると同時に，経済成長の産物あるとも述べてい
る。塩野谷柑i 訳『近代経済成長の分析j上(東洋経済新報社， 1968年)， 59頁。西川俊作・戸田泰訳『諸国民の経済成長j
(ダイヤモンド社， 1977年)， 82頁。




























1993年)， 97 - 101頁，南亮進『日本の経済発展 第二版J(東洋経済新報社， 1992年)などを参照。
5 )古島敏雄『産業史IJ，石井寛治「地域経済の変化J(佐伯尚美・小宮隆太郎編『日本の土地問題j東京大学出版会， 1972 
年)，同「国内市場の形成と展開J(山口和雄・石井寛治編 f近代日本の商品流通J東京大学出版会. 1986年)，北村嘉行・
































7 )個別産業史を日IJにすれば， W. W.ロックウァド(中11伊知郎監訳)r日本の経済発展j上(東洋経済新報社， 1958年九
150 - 152頁.古島敏雄 f産業史rnJ (山川出版社， 1966年)，神立前掲 f近代産業地j或の形成J，第 1章，などがあるc
8) r明治七年府県物産表jは府県により調査の精度がはなはだしく.明らかな計算ミスも多いという(細谷新治『明治前期日
本経済統計解題書a.t.--富国強兵篇(干)j (--橋大学経済研究所日本経済統計文献センター， 1974年)， 64頁)c しかし.ぞ
れに代えうる 1870年代の生産統計は見当たらなし、。安場保有「戦前のLl本における工業統計の信想性についてJcr大阪大学




















表Jなども活用しながら， 1874， 1889， 1909， 1919. 1935年の 5ヵ年の各府県の工業生産額の推計
を試みた。表 1は，この推計に基づいて全国を 14のブロックもしくは大都市圏に区分し，各ブロッ
クおよび大都市圏の工業生産額の推移を示したもので，その百分比は表 2に掲げた。そして表3は，
f工場統計表』との対比が可能な 1909. 1919. 1935の3ヵ年について，その対比結果を掲げている。
順序が前後するようであるが，表 2の検討に先立つて.まず表 3により，われわれの推計の精度


















表 1 地域別工業生産額の推計 (1874-1935~手)
(単位:百万円)
1874年 1889年 1909年 1919年 1935年
iヒ 海 道 0.2 7.7 22.7 247.8 337.0 
東 jヒ 10.3 25β 87.7 316.4 385.1 
北 関 東 12.7 28.8 122.0 590.1 597.3 
南 関 東 9.2 20.6 170.4 1.585.9 2.608.5 
北 陸 12.0 17.3 125.2 594.4 673.6 
東 山 8.7 14.1 70.8 385.9 207.7 
東 海 10.6 25.3 198.1 1.294.4 
近畿内陸 17.7 22.8 119.1 545.0 
近畿臨 海 13.3 47.5 285.0 2.537.6 3.68135 . 6 7
L1 陰 4.0 4.3 17.8 55.2 
山 陽 8.7 14.0 91.5 469.5 553.8 
四 間 8.6 10.5 64.9 322.0 407.1 
北 九 ナH 4.7 11.9 88.9 562.5 1.110.6 
南 九 列t 5.3 11.9 49.4 266.3 289.2 
計 125.9 261.9 1.513.4 9.772.9 13.273.0 










(注 6) 19091f'の体産加工物lム丸・角材，挽材，鉄道枕木，樽木，経木， Tl主材，製紙原料木
材. [歯輪，車両用材，竹材，槍・杉皮，蔓・茎.木炭の合計。
(it 7) 1919， 35両年の林産加工物は製材額と木炭生産額の合計。
(注 8) 1919年の島線の木炭生産額は1918.20凶j年の‘ド均額。
(注 9 )ゆ09. 19両年の福岡県は八幡製鉄所の鋼材販売額を含む。
(出典 1)1874年は石井前掲論文. !O~llページ，および『明治七年府県物産表J (明治文献資料
刊行会編・干リ『明治liJ窃産業発達史資料j第 1集， 1959年)。
(出典 2)1889年は梅村又次ほか『地域経済統言rJ長期経済統計13(東洋経済新報社， 1983年)。






















1874年 1889年 1909年 1919年 1935年
北 海 道 0.1 3.0 1.5 2.5 2.5 
東 北 8.2 9.5 5.8 3.2 2.9 
~1: 関 東 10.1 11.0 8.1 6.0 4.5 
南 関 東 7.3 7.9 11.3 16.2 19.7 
北 経 9.5 6.6 8.3 6.1 5.1 
東 Lll 6.9 5.4 4.7 3.9 1.6 
東 海 8.5 9.7 13.1 13.2 13.5 
近畿 内 陸 14.0 8.7 7.9 5.6 4.6 
近畿 臨 海 10.5 18.1 18.8 26.0 27.2 
山 陰 3.2 1.7 1.2 0.6 0.6 
山 陽 6.9 5.3 6.0 4.8 4.2 
四 国 6.8 4.0 4.3 3.3 3.1 
北 九 州 3.7 4.6 5.9 5.8 8.4 
南 九 列t 4.2 4.6 3.3 2.7 2.2 
百十 100.0 1∞.0 100.0 100.0 100.0 
大都市圏 I 28.7 31.1 40.9 50.0 55.8 
大都市圏 E 30.9 33.4 44.4 54.1 63.0 





北 海 道 44.1 55.4 84.2 
東 jヒ 26.5 59.7 60.8 
jヒ 関 東 36.0 56.4 72.3 
南 関 東 74.7 73.9 89.0 
~1: 陸 30.9 62.7 75.4 
東 山 65.0 81.3 79.8 
東 海 50.9 69.7 80.1 
近畿内陸 37.5 54.8 67.1 
近畿臨海 88.4 82.6 82.5 
lU 陰 22.2 56.8 68.5 
lJ 陽 39.1 67.7 92.8 
四 国 33.1 71.2 71.1 
北 九 州 49.5 63.2 90.5 
南 九 州 24.3 52.5 66.4 
計 53.1 72.6 89.5 
大都市圏 I 72.0 78.3 83.3 











なかったことが看取できる。大都市圏 Iを見ると， 1874 ~ 89年の 15年間における大都市の比率の
上昇は， 3%ポイント以下にすぎない。これ以降，集中化が加速され， 1889 ~ 1909年の 20年間で
大都市圏 Iの比率は，約 10%ポイント上昇して 40%に達している。しかし，明治末以降の大都市
圏への工業生産の集中の速度はそれ以上に目覚ましい。 1909~ 19年のわずか 10年間に約 10%ポ









































5-30 30-100 100-200 200- 合計
紡織工業
a 5.686 965 182 290 7.123 
b 10.656 2.208 567 489 13.920 
金属工業
a 3.469 393 50 45 3.957 
b 602 43 6 12 663 
機械器兵 E業 a 4.991 557 99 98 5.745 
b 817 58 28 20 923 
化学工 業
a 1.830 456 80 62 2.428 
b 922 211 37 38 1.208 
窯業
a 833 216 42 22 1.113 
b 1.931 105 29 12 2.077 
食料品工業
a 3.904 258 40 22 4.224 
b 7.788 276 33 8 8.105 
製材・木製品工業
a 2.754 221 13 3 2.991 
b 2.275 110 9 3 2.397 
メtミr 五十 a 23.467 3.066 506 542 27.581 
b 24.991 3.011 709 582 29.293 
」ー


























1889年 1909年 1914年 1920年 1925年 1930年 1935年
jヒ j毎 道 0.9 2.8 3.2 4.3 4.2 4.4 4.4 
東 北 10.8 10.8 10.7 10.5 10.4 10.3 10.1 
jヒ 関 東 8.7 8.8 8.7 8.6 8.5 8.3 8.0 
南 関 東 9.4 10.4 10.1 11.5 12.3 13.3 14.1 
jと 陸 9.4 7.9 7.8 6.9 6.7 6.4 6ユ
東 山 3.9 3.9 3.9 3.9 3.8 3.7 3.4 
東 海 10.8 10.5 10.6 10.4 10.5 10.5 10.4 
近畿内陸 5.1 4.7 4.7 4.5 4.5 4.4 4.4 
近畿臨海 8.7 9.3 9.6 10.2 10.6 11.0 11.7 
山 陰 2.7 2.3 2.3 2.1 2.0 1.9 1.8 
山 陽 8.2 7.6 7.5 6.9 6.7 6.4 6.3 
四 国 7.1 6.3 6.2 5.5 5.4 5.2 4.9 
jヒ 九 列{ 6.3 6.8 6.8 7.2 7.0 7.0 6.9 
南 九 州 8.1 7.9 7.9 7.5 7.4 7.2 7.5 
全 国 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
大都市圏 I 19.3 21.5 21.7 24.0 25.6 27.1 29.0 





































1994年)， 9 -12頁，金本良嗣『都市経済学J(東洋経済新報社， 1997年)第 I章などを参照。
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日本の工業化と都市化










をそれぞれ用いる。念のために，生産関数を推定する 1909年， 1928年， 1935年の 3ヵ年における
地価の地域差の推移を観察しておこう(表 6)。まず 1909年では，最高の大阪を 100として指数化





表6 地価の地域差 1 (愚直=100)
1909年 1928年
大阪 100 東示
2 滋賀 83 大阪
3 奈 良 79 愛知
4 香川l 74 福岡
5 兵庫 73 神奈川
6 和歌山 70 佐賀
7 三 重 70 富山
8 東京 67 埼玉
9 佐賀 65 京都
10 岡 山 65 滋賀




















































正で， 1935年の cの t値がやや小さいほかは，いずれも t値は十分に大きく 1%水準で有意である。








定数項 1nL 1nK 1nP R:! 
1909年 0.0456 0.761本 0.239* 0.11 * 0.943 
(30.80) (9.70) (3.97) 
1928年 0.0434 0.864本 0.136本 0.171 * 0.974 
(40.70) (6.43) (2.99) 
1935年 0.434 0.854* 0.146* 0.094 0.896 
(25.04) (4.27) (1.69) 
(注 1) ( )内はtfll10 *は 1%水準で有意(以下!日i様)。

































北海道 北関東 北陸 東海 近畿臨海 山陽 北九州
東北 南関東 東山 近畿内陸 山陰 四国 南九州
|一一 1伺 9年一 1928年一 1回5年
21)試みに必要なデータが揃う 1928年の 34市を対象に同様の生産関数の推定すると，




+ 0.0831nPi R' = 0.956 























































表 9 工業生産の地域分布 (1935~75年)
(単位 %) 
1935年 1940年 1947年 19501ド 1955年 1960年 1965年 1970年 1975年
北海道 1.9 2.6 4.6 3.5 3.2 2.6 2.6 2.2 2.5 
東 Jヒ 2.4 2.8 5.1 4.0 3.7 3.0 3.1 3.1 3.8 
北関東 4.3 4.7 5.9 5.0 4.9 5.6 7.3 9.3 10.0 
南関東 21.2 27.1 18.7 20.0 22.8 26.1 26.7 25.5 22.9 
北 陸 5.4 4.5 5.7 5.5 4.4 3.9 3.8 3.9 4.1 
東 1 1.6 1.9 2.4 1.7 1.6 1.4 1.6 1.7 1.9 
東 i毎 14.3 12.2 13.7 14.9 16.4 16.2 16.3 16.6 16.9 
近畿内陸 4.9 3.2 4.3 3.9 3.4 3.2 3.3 3.7 3.8 
近畿臨海 26.6 22.6 18.8 21.4 21.6 22.2 20.2 19.1 17.0 
山 陰 0.6 0.6 0.8 0.6 0.6 0.5 0.4 0.5 0.5 
UI 陽 4.4 4.8 6.1 6.4 6.0 6.2 6.6 6.9 7.8 
同 国 3.1 2.4 3.8 3.9 2.7 2.4 2.4 2.6 2.9 
北九州 7.2 8.7 7.2 6.7 5.7 5.0 4.1 3.5 3.8 
南九州 2.4 1.8 2.6 2.6 3.0 1.8 1.5 2.1 
全 医l 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.。
大都市陸 I 55.8 57.4 45.3 48.5 52.7 56.8 54.1 51.1 45.0 
大都市圏E 63.0 65.0 51.3 54.1 57.5 60.9 57.4 53.8 47.8 
大都市圏皿 62.1 61.9 51.3 56.3 60.8 64.5 63.2 61.2 56.7 
大都市圏W 74.2 73.8 62.9 66.9 69.9 72.6 70.5 68.3 64.3 
大都市圏V 78.5 78.6 68.9 71.9 74.8 78.2 77.8 77.6 74.3 
大都市圏W 71.3 69.9 61.6 65.2 69.1 73.3 73.7 74.1 70.5 
(i主1)大都市倒 1. Ilは表 1に同じ。大都市岡田は. 1事i関東+東海+近畿臨海。大都市間lVは.大都市i割目+
近畿I人1!1-l<+北九州。大都l1i閤Vは.大都市閤lV+~ヒ関東。大都市側 vl は.大都市問皿+北関東+近畿内陸。
(i主2)沖縄を除く。
(/l典) 1935年は表 2.そのほかは東洋経済新報社編・刊『定結昭和国勢総覧』第 1巻(1991年)より作成。
25) 1940年代前半に立案された国土言十両では.工業分散のための工場再配置も企閃きれていたが.現実にはほとんど実行に移
きれずに終わったc 沼尻晃f申「日中戦争期日本の工場立地政策一一土地利用政策との関連を中心にJ(f土地制度史学j第
141号. 1993年).御厨食『政策の総合と権力 [J本政治の戦前と戦後J(東京大学出版会. 1996年).224 -226頁など参
照c
61一
続いた。 1960年には，大都市圏のシェアは 1930年代後半の水準を回復している。 1960年以降の動
向は，大都市圏の指標によりやや相違する。戦前と同じ指標(大都市樹1. I)を見れば， 1960年
をピークに大都市圏のシェアは低落が続き， 1975年には 1960年に比べて 10%ポイント以上落ち込
んでいる。ただし，最広義の指標である大都市圏Vやそれに次ぐ広義の三大都市圏を示す大都市圏



























i1960， 70年代における地域所得格差の変動過程J(f国民経済1第 145サ. 1981 {ド).谷沢弘毅「戦後日本の地.r.iOC間格差の動





1935年 1940年 1945年 1950年 1955年 1960年 1965年 1970年 1975年
北海道 4.4 4.5 5.0 5.2 5.3 5.4 5.3 5.0 4.8 
東 jヒ 10.1 9.9 10.1 10.8 10.5 10.0 9.3 8.7 8.3 
北関東 8.0 7.9 10.0 8.8 8.4 8.1 8.3 8.9 9.6 
南関東 14.1 15.3 10.3 13.1 14.7 16.5 18.3 19.5 20.0 
jヒ 陸 6.1 5.9 7.0 6.2 5.8 5.6 5.2 5.0 4.8 
東 山 3.4 3.3 4.2 3.5 3.2 3.0 2.8 2.6 
東 i毎 10.4 10.5 11.3 10.7 10.6 10.8 11.1 11.4 11.5 
近畿内陸 4.4 4.2 4.6 4.2 4.0 3.9 3.8 3.9 4.0 I 
近 畿臨海 11.7 12.2 9.3 9.8 10.4 11.1 12.2 12.9 
山 陰 1.8 1.7 2.0 1.8 1.7 1.6 1.4 1.3 1.2 
山 陽 6.3 6.2 6.8 6.4 6.1 5.8 5.6 5.5 5.4 
四 国 4.9 4.6 5.4 5.1 4.8 4.4 4.0 3.8 3.6 
北九州 6.9 7.1 6.9 7.4 7.4 7.2 6.6 6.2 6.0 
南九州 7.5 6.6 7.2 7.2 7.1 6.6 6.0 5.4 5.2 
全 国 100.0 100.0 100.0 100.0 10u.0 10u.0 100.0 100.0 10u.0 
大都市圏 I 29.0 31.0 21.8 25.4 27.9 30.8 33.8 35.5 35.8 
大都市岡 E 33.0 35.2 25.6 29.7 32.2 35.1 37.8 39.4 39.7 
大都市圏皿 36.2 38.0 30.8 33.6 35.7 38.5 41.6 43.7 44.5 
大都市圏N 43.1 45.1 37.8 40.9 43.1 45.6 48.2 49.9 50.5 
大都市圏V 51.1 53.0 47.7 49.7 51.5 53.8 56.6 58.9 60.1 
大都市圏VI 48.6 50.1 45.4 46.5 48.1 50.4 53.8 56.6 58.1 
(注)大都市圏の定義は表9に同じ。
{出典) r f::l本帝国統計年鑑.1 r日本統計年鑑』各年より作成。
この点を考慮して， 1950年以降の各都道府県の人口一人当たりの所得を，一貫して最高水準にあ

















1950年 1955年 1960年 1965年 1970年 1975年
北海道 53 71 66 60 59 72 
東 北 40 55 52 49 回 66 
北関東 42 54 55 54 59 63 
南関東 100 100 I∞ 100 I∞ 100 
jヒ 陸 46 62 62 57 ω 73 
東 山 39 54 57 53 56 67 
東 海 52 73 79 69 74 82 
近畿内陸 55 67 67 63 66 71 
近畿臨海 80 89 94 86 84 89 
山 陰 38 56 52 46 47 63 
山 陽 48 65 68 66 75 79 
四 国 43 60 59 56 61 67 
北 九 州 52 66 62 56 58 75 
南九州 32 51 46 44 45 59 
地 方 圏 I 44 60 58 55 58 69 
地方閤 H 43 59 58 55 58 68 
地方問皿 44 60 58 55 58 69 
地方圏 N 42 58 57 54 57 68 
地方図 V 42 59 58 54 57 69 








































































































ここでもう一点注意しておかなければならないのは， 1965， 1970両年に lnLのパラメータの
表13 地域生産関数の推定E
定数項 1nL 1nK 
1965年 -0.165 0.586傘 0.414 * 
(35.84) (25.33) 
1970年 -0.228 0.586本 0.414 * 
(40.70) (28.70) 
(注 1)Lは従業者数， Kは有形固定資産額， Pは地価。












































北海道 北関東 北陸 東海 近畿臨海 山陽 北九州









































































発政策の形成一新産業都市の事例Jr土地制度史学j第 163号， 1999年)，この点には別稿を準備中である c




























34)たとえば，山崎朗 f日本の国土計画と地域開発ーーーハイ・モピリティ対応の経済発展と空間構造j(東洋経済新報社， 1998 
年)， 43頁参照。
35)岡田知I弘 f日本資本主義と農村開発J(法律文化社， 1989年)，沼尻前掲論文.柳津治「大塚久雄の農村工業論の背景一一
同時代日本の論争をめぐってJ(住谷」彦・和田強編 f歴史への視線j日本経済評論社， 1999年，所収)など参照。
36)商売進「経済発展と民主主義一一理論と日本の経験J(南，克進・ 1j1村i攻日IJ・西沢保編『デモクラシーの崩壊と失敗一一学際
的接近j日本経済評論社， 1998年)， 22貢。
-70一
